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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第74期
第３四半期
累計期間

第75期
第３四半期
累計期間

第74期
第３四半期
会計期間

第75期
第３四半期
会計期間

第74期

会計期間

自平成20年
７月１日
至平成21年
３月31日

自平成21年
７月１日
至平成22年
３月31日

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成22年
１月１日
至平成22年
３月31日

自平成20年
７月１日
至平成21年
６月30日

売上高 (千円) 18,350,10217,156,9127,518,5999,098,34323,271,147

経常利益 (千円) 617,063725,306492,252666,046644,968

四半期（当期）純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(千円) △292,689117,532119,474376,011351,909

持分法を適用した場合の投資利
益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 569,375569,375569,375

発行済株式総数 (株) ― ― 3,432,4753,432,4753,432,475

純資産額 (千円) ― ― 3,424,2274,115,5003,849,606

総資産額 (千円) ― ― 13,624,58914,499,21211,975,102

１株当たり純資産額 (円) ― ― 999.951,201.841,124.19

１株当たり四半期（当期）純利
益金額又は四半期純損失金額
(△)

(円) △85.47 34.32 34.89 109.81 102.77

潜在株式調整後１株当たり四半
期(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 25.00

自己資本比率 (％) ― ― 25.1 28.4 32.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,009,048△782,773 ― ― 694,731

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △30,303 20,992 ― ― △42,976

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △85,558△86,743 ― ― △85,914

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,040,9641,883,1902,731,714

従業員数 (名) ― ― 376 366 378

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　２　従業員数は就業人員数を記載しております。

　　　３　当社は、関連会社がないため、持分法についての該当事項はありません。

　　　４　当社は、潜在株式が存在せず、また、第74期第３四半期累計期間においては１株当たり四半期純損失であるため、

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社において営まれる事業の内容に重要な変更はありません。

　

　

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

　

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成22年３月31日現在

従業員数(名) 366(29)

(注) １.従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２.従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員(１日7.5時間換算)であります。

３.臨時従業員には、パートタイマー、顧問及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

当第３四半期会計期間における受注実績を品目別に示すと、次のとおりであります。
　

品目別 受注高(千円)
前年同四半期比
（％）

受注残高(千円)
前年同四半期比
（％）

制御・情報機器システム 2,205,239 △28.5 3,941,147 △24.6

計測器 907,247 6.7 342,091 5.6

分析機器 1,136,240 0.9 811,038 22.9

産業機器その他 451,279 9.3 760,126 12.9

合計 4,700,007 △14.2 5,854,404 △15.0

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

当第３四半期会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。
　

品目別 販売高(千円)
前年同四半期比
（％）

制御・情報機器システム 5,116,985 33.0

計測器 1,095,099 △3.0

分析機器 1,603,649 26.3

産業機器その他 1,282,609 0.7

合計 9,098,343 21.0

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

該当する相手先がないため、記載を省略しております。

３　当社は、通常の営業形態として第３四半期会計期間に売上が集中する季節的変動があります。

　

２ 【事業等のリスク】

文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重要な変更は以下のとおりでありま

す。

　7）投資有価証券に係わるリスク

　投資有価証券の主要銘柄である横河電機株式会社の株価下落等に伴い、第１四半期会計期間末において減

損処理による有価証券評価損を計上いたしました。ただし、四半期会計期間末における保有有価証券の減損

処理にあたっては、洗替え法を採用しており、平成22年６月期の期末日の時価により、有価証券評価損の計

上額が変動する場合、もしくは有価証券評価損を計上しない場合があります。

　したがいまして、将来横河電機株式会社株式の大幅な株価下落が続く場合には、当社業績に大きな影響が

発生するリスクがあります。

  なお、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な

影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した上記以外の「事業等
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のリスク」については重要な変更はありません。

　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。

　

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析

当第３四半期会計期間におけるわが国の経済は、中国などの新興国経済の成長とアジアを中心とした海

外需要の回復に伴う生産の増加に加え、自動車や家電分野の緊急経済対策の効果もあり、一部に持ち直しの

兆候が見られましたが、設備投資全般としては依然低調に推移しました。

　当計測・制御業界におきましても、公共、エネルギーなどのインフラ関連は、比較的堅調を維持しているも

のの、景気の不透明感から、民間企業の設備投資抑制は継続しております。

このような環境のもとで当社は、安定した需要の見込まれる上水道、都市ガス、電力等公益事業関連に加

え、省エネなどの新分野へも積極的な販売活動を展開してまいりました。

　その結果、当第３四半期会計期間の受注高は47億円（前年同四半期会計期間比７億75百万円減）となりま

したが、売上高は大型案件の完成が多く、90億98百万円（前年同四半期会計期間比15億79百万円増）となり

ました。

利益面につきましては、売上が増加したことに加え、制御・情報機器システム部門と分析機器部門での利

益率改善等により、当第３四半期会計期間において、営業利益６億64百万円（前年同四半期会計期間比１億

72百万円増）、経常利益６億66百万円（前年同四半期会計期間比１億73百万円増）となりました。

　また、四半期純利益につきましては、３億76百万円（前年同四半期会計期間比２億56百万円増）となりま

した。

　

部門別の概況は、次の通りであります。
制御・情報機器システム部門

当部門につきましては、上水道、都市ガスなどインフラ関連の大型案件が完成したこともあり、売上高

は51億16百万円（前年同四半期会計期間比12億70百万円増）となりました。

計測器部門

当部門につきましては、電機・電子、通信機器、自動車等の幅広い業種で販売が低調であり、売上高は10

億95百万円（前年同四半期会計期間比33百万円減）となりました。

分析機器部門

当部門につきましては、食品・薬品、大学、官庁向けの販売が堅調に推移し、売上高は16億３百万円（前

年同四半期会計期間比３億34百万円増）となりました。

産業機器その他部門

当部門につきましては、自動車、建設機械向けの試験装置の販売が堅調であり、売上高は12億82百万円

（前年同四半期会計期間比８百万円増）となりました。
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（２）財政状態の分析

（資産）

　流動資産は、前事業年度末に比べて27.1％増加し123億24百万円となりました。これは、現金及び預金が8億

48百万円減少した一方、受取手形及び売掛金が28億63百万円、たな卸資産が５億25百万円増加したことなど

によるものであります。

　固定資産は、前事業年度末に比べて4.5％減少し21億74百万円となりました。これは、投資有価証券が１億

26百万円増加した一方、建物などの有形固定資産が８百万円、ソフトウェアなどの無形固定資産が９百万

円、繰延税金資産が１億73百万円、役員保険積立金が37百万円減少したことなどによるものであります。

　この結果、総資産は、前事業年度末に比べて21.1％増加し144億99百万円となりました。

 

（負債）

　流動負債は、前事業年度末に比べて31.1％増加し95億59百万円となりました。これは、買掛金が16億31百万

円、前受金が２億72百万円、未払法人税等が２億３百万円増加し、賞与引当金を１億86百万円計上したこと

などによるものであります。

　固定負債は、前事業年度末に比べて1.3％減少し８億24百万円となりました。これは主に、退職給付引当金

の減少12百万円などによるものであります。

　この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて27.8％増加し103億83百万円となりました。

 

（純資産）

　純資産合計は、前事業年度末に比べて6.9％増加し41億15百万円となりました。これは、その他有価証券評

価差額金が２億33百万円増加したことなどによるものであります。

 

　

（３）キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第２四半期会計期間

末に比べ、９億70百万円増加し、18億83百万円となりました。

　当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期会計期間における営業活動により、９億78百万円の資金収入（前年同四半期会計期間比３億

85百万円増）となりました。これは主に売上債権の増加額34億82百万円などがあった一方、税引前四半期純

利益６億72百万円や、たな卸資産の減少額８億72百万円、仕入債務の増加額26億99百万円などがあったため

であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期会計期間における投資活動により、７百万円の資金支出（前年同四半期会計期間比１百万円

増）となりました。これは主に有形・無形固定資産の取得による支出４百万円や、投資有価証券の取得によ

る支出２百万円などによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期会計期間における財務活動により、１百万円の資金支出（前年同四半期会計期間比０百万円

増）となりました。これはリース債務の返済による支出と、配当金の支払によるものであります。

 

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題
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当第３四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につきましては、特記

すべき事項はありません。

　
（５）研究開発活動
該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当

第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。

　

　

　

EDINET提出書類

西川計測株式会社(E02847)

四半期報告書

 8/25



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年５月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,432,475 3,432,475
ジャスダック
証券取引所

 

単元株式数は100株でありま
す。

計 3,432,475 3,432,475― ―

(注) ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、平成22年４月１日付で大阪証券取引所（Ｊ

ＡＳＤＡＱ市場）に上場となっております。　　　　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年１月１日～
平成22年３月31日

― 3,432,475 ― 569,375 ― 814,474

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成21年12月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 ― 　

議決権制限株式(自己株式等) 　 ― 　

議決権制限株式(その他) 　 　 　

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式)
普通株式　8,100

― 　

完全議決権株式(その他)
普通株式

3,423,800
34,238　

単元未満株式
普通株式

575
― 　

発行済株式総数 3,432,475― ―

総株主の議決権 ― 34,238 ―

(注)  「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式30株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
西川計測株式会社

東京都港区三田３-13-16 8,100 ― 8,100 0.23

計 ― 8,100 ― 8,100 0.23

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　７月

　
　８月

　
　９月

　
10月

　
　11月

　
　12月

平成22年
１月 ２月 ３月

最高(円) 749 817 667 709 680 700 709 690 705

最低(円) 670 618 603 621 636 632 660 642 665

(注)  株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

なお、ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、平成22年４月１日付で大阪証券取引所（ＪＡＳ

ＤＡＱ市場）に上場となっております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期会計期間(平成21年１月１日から平成21年３月31日まで)及び前第３四半期累計期間

(平成20年７月１日から平成21年３月31日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期

会計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成21年７月１日か

ら平成22年３月31日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間(平成21年１月１日か

ら平成21年３月31日まで)及び前第３四半期累計期間(平成20年７月１日から平成21年３月31日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第３四半期会計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)及び当第３

四半期累計期間(平成21年７月１日から平成22年３月31日まで)に係る四半期財務諸表について、新日本有

限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３  四半期連結財務諸表について

　当社には子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成22年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,883,190 2,731,714

受取手形及び売掛金 8,677,499 5,814,078

商品及び製品 1,567,720 1,042,605

前払費用 35,013 36,672

前渡金 22,787 31,090

繰延税金資産 143,310 43,333

その他 579 1,640

貸倒引当金 △5,805 △4,593

流動資産合計 12,324,297 9,696,541

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 152,052 160,344

機械及び装置（純額） 1,800 2,395

工具、器具及び備品（純額） 23,518 27,018

土地 6,172 6,172

リース資産（純額） 6,010 2,467

有形固定資産合計 ※
 189,553

※
 198,398

無形固定資産

ソフトウエア 25,078 33,173

電話加入権 12,083 12,083

リース資産 4,647 5,483

特許権 700 812

無形固定資産合計 42,509 51,553

投資その他の資産

投資有価証券 812,983 686,869

破産更生債権等 8,412 14,832

繰延税金資産 283,746 457,352

差入保証金 336,460 336,526

役員に対する保険積立金 505,860 543,364

その他 3,400 3,408

貸倒引当金 △8,011 △13,745

投資その他の資産合計 1,942,852 2,028,609

固定資産合計 2,174,914 2,278,560

資産合計 14,499,212 11,975,102
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(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成22年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 7,888,113 6,256,427

未払金 84,735 119,779

未払費用 105,310 96,039

未払法人税等 417,558 214,132

未払消費税等 101,913 51,731

前受金 711,549 439,139

預り金 17,873 74,490

賞与引当金 186,210 －

役員賞与引当金 37,373 28,954

工事損失引当金 1,524 582

受注損失引当金 95 1,170

リース債務 2,318 1,732

その他 4,656 6,250

流動負債合計 9,559,232 7,290,430

固定負債

退職給付引当金 732,061 744,767

長期未払金 84,079 84,079

リース債務 8,339 6,218

固定負債合計 824,479 835,065

負債合計 10,383,711 8,125,495

純資産の部

株主資本

資本金 569,375 569,375

資本剰余金 815,226 815,226

利益剰余金 2,708,388 2,676,464

自己株式 △3,530 △3,530

株主資本合計 4,089,458 4,057,535

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 26,041 △207,928

評価・換算差額等合計 26,041 △207,928

純資産合計 4,115,500 3,849,606

負債純資産合計 14,499,212 11,975,102
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成21年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高 ※
 18,350,102

※
 17,156,912

売上原価 15,366,436 14,118,169

売上総利益 2,983,665 3,038,742

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 17,553 15,429

広告宣伝費 9,878 10,969

支払手数料 69,106 76,158

受注前活動費 188,603 137,769

交通費 88,326 73,561

貸倒引当金繰入額 17,966 439

役員報酬 90,900 90,900

役員賞与引当金繰入額 37,116 37,373

給料及び手当 1,162,698 1,192,155

退職給付費用 55,953 55,986

福利厚生費 170,529 170,359

交際費 20,704 15,454

通信費 36,742 37,218

消耗品費 39,368 41,111

租税公課 25,727 26,647

賃借料 263,970 264,363

減価償却費 22,445 22,129

その他 61,013 57,586

販売費及び一般管理費合計 2,378,604 2,325,614

営業利益 605,061 713,128

営業外収益

受取利息 1,182 1,024

受取配当金 9,968 3,736

スクラップ売却益 － 3,919

その他 3,939 3,946

営業外収益合計 15,090 12,627

営業外費用

支払利息 2,989 386

その他 99 62

営業外費用合計 3,088 448

経常利益 617,063 725,306

特別利益

投資有価証券売却益 335 －

保険解約返戻金 － 12,730

特別利益合計 335 12,730

特別損失

投資有価証券評価損 593,936 287,492

特別損失合計 593,936 287,492

税引前四半期純利益 23,461 450,544

法人税、住民税及び事業税 333,741 420,579

法人税等調整額 △17,590 △87,567

法人税等合計 316,151 333,012

四半期純利益又は四半期純損失（△） △292,689 117,532
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【第３四半期会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期会計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年３月31日)

当第３四半期会計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高 ※
 7,518,599

※
 9,098,343

売上原価 6,263,583 7,598,171

売上総利益 1,255,016 1,500,172

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 5,018 4,794

広告宣伝費 412 512

支払手数料 25,418 30,196

受注前活動費 50,476 41,576

交通費 27,191 24,179

貸倒引当金繰入額 18,563 2,327

役員報酬 30,300 30,300

役員賞与引当金繰入額 27,071 34,438

給料及び手当 358,139 431,969

退職給付費用 18,604 18,481

福利厚生費 54,713 63,530

交際費 4,697 4,182

通信費 11,636 13,130

消耗品費 10,663 11,327

租税公課 10,311 12,520

賃借料 86,540 86,721

減価償却費 7,680 7,333

その他 16,105 18,478

販売費及び一般管理費合計 763,545 836,003

営業利益 491,470 664,168

営業外収益

受取利息 200 74

受取配当金 34 21

保険事務手数料 706 645

スクラップ売却益 － 485

雑収入 － 693

その他 624 －

営業外収益合計 1,566 1,921

営業外費用

支払利息 734 －

雑損失 － 44

その他 49 －

営業外費用合計 784 44

経常利益 492,252 666,046

特別利益

投資有価証券評価損戻入益 － 6,105

特別利益合計 － 6,105

特別損失

投資有価証券評価損 156,588 －

特別損失合計 156,588 －

税引前四半期純利益 335,663 672,151

法人税、住民税及び事業税 281,917 408,505

法人税等調整額 △65,728 △112,365

法人税等合計 216,189 296,139

四半期純利益 119,474 376,011
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成21年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 23,461 450,544

減価償却費 34,731 31,972

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,219 △12,705

貸倒引当金の増減額（△は減少） 17,966 △4,522

工事損失引当金の増減額（△は減少） 1,282 941

受注損失引当金の増減額（△は減少） － △1,074

賞与引当金の増減額（△は減少） 126,900 186,210

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 3,038 8,419

受取利息及び受取配当金 △11,151 △4,760

支払利息 2,989 386

投資有価証券売却損益（△は益） △335 －

投資有価証券評価損益（△は益） 593,936 287,492

保険解約損益（△は益） － △12,730

売上債権の増減額（△は増加） △1,558,206 △2,857,000

たな卸資産の増減額（△は増加） △801,105 △525,115

仕入債務の増減額（△は減少） 999,826 1,631,686

前渡金の増減額（△は増加） △11,445 8,302

前受金の増減額（△は減少） 106,902 272,409

未払金の増減額（△は減少） △27,927 △34,752

未払消費税等の増減額（△は減少） △15,586 50,181

その他 △79,739 △47,441

小計 △586,242 △571,556

利息及び配当金の受取額 11,151 4,761

利息の支払額 △2,989 △389

法人税等の支払額 △430,967 △215,588

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,009,048 △782,773

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △8,271 △7,013

有形固定資産の売却による収入 － 578

無形固定資産の取得による支出 △6,234 △4,293

投資有価証券の取得による支出 △9,866 △18,441

投資有価証券の売却による収入 609 －

貸付けによる支出 △500 △550

貸付金の回収による収入 250 410

差入保証金の差入による支出 △1,670 △1,549

差入保証金の回収による収入 1,962 1,616

保険積立金の積立による支出 － △5,622

保険積立金の解約による収入 － 55,857

その他 △6,581 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △30,303 20,992

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,600,000 440,000

短期借入金の返済による支出 △1,600,000 △440,000

リース債務の返済による支出 △462 △1,347

自己株式の取得による支出 △41 －

配当金の支払額 △85,054 △85,395

財務活動によるキャッシュ・フロー △85,558 △86,743

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,124,910 △848,524

現金及び現金同等物の期首残高 2,165,874 2,731,714

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,040,964

※
 1,883,190

EDINET提出書類

西川計測株式会社(E02847)

四半期報告書

16/25



【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期累計期間
(自　平成21年７月１日　至　平成22年３月31日)

会計処理基準に関する事項の変更

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更
　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計
基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期会計期間より適用し、第１四半期会計期間に着手した工事契約か
ら、当第３四半期会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工
事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。
なお、当第３四半期会計期間末においては工事進行基準を適用している工事がないため、これによる損益に与える影
響はありません。

　

　

【表示方法の変更】

　
当第３四半期累計期間

(自  平成21年７月１日  至  平成22年３月31日)

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　前第３四半期累計期間において「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりま

した「保険積立金の積立による支出」（前第３四半期累計期間は6,581千円支出）は重要性が増したため、区分掲

記することに変更しました。

　

当第３四半期会計期間
(自  平成22年１月１日  至  平成22年３月31日)

（四半期貸借対照表関係）
　前第３四半期会計期間末において区分掲記しておりました「長期前払費用」（当第３四半期会計期間末残高はあ
りません）および「入会金」（当第３四半期会計期間末残高3,400千円）は金額が僅少となりましたため、当第３四
半期会計期間末では、投資その他の資産の「その他」として表示することに変更しました。
 

　

【簡便な会計処理】

当第３四半期累計期間
(自　平成21年７月１日　至　平成22年３月31日)

１　棚卸資産の評価方法

当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前事業年度末の実地棚卸高を基礎と

して合理的な方法により算定する方法によっております。

 

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。

 

３　経過勘定項目の算定方法

固定費的な要素が大きく、予算と実績の差異が僅少のものについては、合理的な算定方法による概算額で計上

する方法によっております。

 

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目を重要なものに限定する方法によっております。

　
　

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期累計期間
(自　平成21年７月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)
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当第３四半期会計期間末
(平成22年３月31日)

前事業年度末
(平成21年６月30日)

※ 　有形固定資産の減価償却累計額　　501,143千円

 

※ 　有形固定資産の減価償却累計額　　488,501千円

 

　

(四半期損益計算書関係)

第３四半期累計期間

前第３四半期累計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成21年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成21年７月１日
  至  平成22年３月31日)

※当社は通常の営業形態として、第３四半期会計期間の

納入、工事完了が集中するため、第３四半期会計期間の

売上高及び営業費用が他の四半期会計期間と比較して

多くなる傾向にあります。

※　　　　　　　　　同左

 

　

　

第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間
(自  平成21年１月１日
至  平成21年３月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成22年１月１日
  至  平成22年３月31日)

※当社は通常の営業形態として、第３四半期会計期間の

納入、工事完了が集中するため、第３四半期会計期間の

売上高及び営業費用が他の四半期会計期間と比較して

多くなる傾向にあります。

※　　　　　　　　　同左

 

　

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期累計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成21年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成21年７月１日
  至  平成22年３月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,040,964千円

現金及び現金同等物 1,040,964千円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,883,190千円

現金及び現金同等物 1,883,190千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年３月31日)及び当第３四半期累計期間(自  平成21年７月１日  至  平

成22年３月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 3,432,475

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 8,130

　

３  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年9月25日
定時株主総会

普通株式 85,608 25.00平成21年６月30日 平成21年９月28日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

４  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年３月31日）

　　その他有価証券で時価のあるものが、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前

事業年度の末日と比較して著しい変動が認められます。

区分
取得原価
(千円)

四半期貸借対照表
計上額(千円)

差額
(千円)

株式 759,822 801,847 42,025

計 759,822 801,847 42,025

　(注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当第３四半期累計期間において、その他有価証券

で時価のあるものについて、減損処理を287,492千円行っております。

なお、減損処理にあたりましては、四半期末における時価が、取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30％以上50％未満下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた

額について減損処理を行っております。

　

(デリバティブ取引関係)

為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いており

ます。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(持分法損益等)

該当事項はありません。

なお、当社は関連会社はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１.　１株当たり純資産額

　
当第３四半期会計期間末
(平成22年３月31日)

前事業年度末
(平成21年６月30日)

　 　

　 1,201.84円
　

　 　

　 1,124.19円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　　金額

第３四半期累計期間

前第３四半期累計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成21年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成21年７月１日
  至  平成22年３月31日)

１株当たり四半期純損失金額 △85.47円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額

―
　

１株当たり四半期純利益金額 34.32円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額

―

　

（注）1.当社は、潜在株式が存在せず、また前第３四半期累計期間においては１株当たり四半期純損失であるため、潜在

株式調整後１株当たり四半期純利益金額について記載しておりません。

　

　　　2.１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期累計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成21年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成21年７月１日
  至  平成22年３月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益又は四半期純
損失(千円)

△292,689 117,532

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(千円)

△292,689 117,532

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,424 3,424

　

第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間
(自  平成21年１月１日
至  平成21年３月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成22年１月１日
  至  平成22年３月31日)

１株当たり四半期純利益金額 34.89円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額

―
　

１株当たり四半期純利益金額 109.81円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額

―

　

（注）1.当社は、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について記載しておりませ

ん。

　

　　　2.１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期会計期間
(自  平成21年１月１日
至  平成21年３月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成22年１月１日
  至  平成22年３月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 119,474 376,011

普通株式に係る四半期純利益(千円) 119,474 376,011

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,424 3,424

　

EDINET提出書類

西川計測株式会社(E02847)

四半期報告書

21/25



　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

　

　

　

　

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年５月14日

西川計測株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    西    田    英    樹    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    内    田    英    仁    印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西川

計測株式会社の平成20年７月１日から平成21年６月30日までの第74期事業年度の第３四半期会計期間(平成

21年１月１日から平成21年３月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成20年７月１日から平成21年３月31日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、西川計測株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年５月14日

西川計測株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    西    田    英    樹    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    内　　田　　英　　仁    印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西川

計測株式会社の平成21年７月１日から平成22年６月30日までの第75期事業年度の第３四半期会計期間(平成

22年１月１日から平成22年３月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成21年７月１日から平成22年３月31日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、西川計測株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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